平成　　年度
指定障害福祉サービス事業者自己点検表・指導調書

【指定共同生活介護】

	事　業　所　名
	

	所在市町村名
	


※　記載上の注意
　　　

　　各着眼点について、貴事業所における事業所指定日以降の状況を、いずれか該当する□にのマークを記してください。
また、特に補足することがある場合は、「指導結果」欄以外の余白に記載してください。　  　 

指定障害福祉サービス事業者自己点検表・指導調書【指定共同生活介護】

	指導年月日
	平成　　年　　月　　日

	指導担当者

職・氏名
	


第１　基本方針
	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	１　基本方針

	（１）利用者の意向、適性、障害の特性その他の事情を踏まえた計画（個別支援計画）を作成し、これに基づきサービスを提供するとともに、その効果について継続的な評価の実施、その他の措置を講ずることにより、利用者に対して適切かつ効果的なサービスを提供しているか。

　　（法第43条、平成18年厚生労働省令第171号（以下「平18厚令171」という。）第3条1項）

※　対象者

区分２以上の身体障害者、知的障害者又は精神障害者

  身体障害者は平成2１年10月１日より対象となるが、65歳以上の者については、65歳となる前に障害福祉サービスを利用していた者に限る。


	　□適切に行っている

　□適切に行っていない
　


	１　運営規程

２　パンフレット
	

	
	（２）利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めているか。（平18厚令171第3条2項）


	　□努めている

　□努めていない　
	１　運営規程

２　パンフレット
	

	
	（３）利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置する等必要な体制の整備を行うとともに、従業者に対し、研修を実施する等の措置を講ずるよう努めているか。
（平18厚令171第3条3項）


	　□努めている

　□努めていない
	１　運営規程

２　パンフレット
３　人権の擁護、虐待の防止等に向けた具体的対応の確認　
	

	
	（４）指定共同生活介護事業は、利用者が地域において共同して自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、利用者の身体、精神及びその置かれている環境に応じて、共同生活住居において入浴、排せつ及び食事等の介護、相談その他の日常生活上の支援を適切かつ効果的に行っているか。（平18厚令171第137条）


	　□適切に行っている

　□適切に行っていない　
	１　運営規程

２　パンフレット
	


第２　人員に関する基準

	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自主点検結果
	確認書類
	指導結果

	１　従業者の員数

(1) 世話人

	事業所に配置されている世話人は、利用者数を６で除した数以上となっているか。
（利用者は、新規は推定、それ以外は前年度等の平均値）

（平18厚令171第138条1項1号）
※　利用者数の算定方法
　１　前年度を通年で事業実施している場合は、前年度の利用者延べ数を前年度の開所日数で除して得た数とする。（小数点第２位以下切り上げ。以下同じ。）

２　新設、再開、増床等で、前年度の実績が１年未満の場合は、

①　新設等の時点から６月未満の間は、便宜上、利用定員の90％を利用者数とする。  

②　新設等の時点から６か月以上１年未満の間は、直近の６月間における全利用者数の

延べ数を当該６月間の開所日数で除して得た数とする。　　

③　新設等の時点から１年以上経過している場合は、直近の１年間における全利用者数の延べ数を当該１年間の開所日数で除して得た数とする。　　

  ３　定員を減少した場合は、減少後の実績が３月以上あるときは、減少後の利用者数の延べ数を当該３月間の開所日数で除して得た数とする。

　４　ただし、上記により難い合理的な理由がある場合は、他の適切な方法により利用者数を推計するものとする。

　５　旧法指定施設から転換する場合は、当該指定申請をした日の前日から直近の１か月間の全利用者数を当該１か月間の開所日数で除して得た数とする。

　　　また、当該指定後３か月の実績により見直すことができる。
※　常勤換算方法

　　「事業所における勤務延べ時間数÷常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間の勤務す
べき時間数）」で算定する。（小数点第２位以下切り捨て）
　なお、１週間の勤務すべき時間数が32時間を下回る場合は32時間を基本とする。

※世話人の要件等
　ア　知的障害者福祉及び精神障害者の福祉の増進に熱意があり、日常生活を支援する能力

を有すること。

イ　人員の配置は、利用者の生活サイクルに応じて、夜間時間帯を設定すること。また、

夜間帯以外は、適宜必要な人員を確保すること。

	　□基準を満たして配置している

　□基準を満たして配置していない
利用者数の算定
　　左欄の「※　利用者数の算定方法」のいずれかの方法により、利用者数を算定する。

①　算定に用いた期間

　□前年度（※１）
　□直近の６か月未満（※２の①）
□直近の６か月間（※２の②）
□直近の１年間（※２の③）
□定員減後の３か月間（※３）
□その他（※４）
（　　　　　　　　　　　）

　□指定申請日の前日から１か月間（旧法指定施設からの転換）（※５）
　□指定後３か月間（旧法指定施設からの転換）（※５）

②　延利用者数（①に基づく）

　　　　　　　　　　　　　人

③　開所日数（①に基づく）

　　　　　　　　　　　　　日

④　利用者数（②／③）

　　　　　　　　　　　．  人

（小数点第２位以下切り上げ）

　　　　　　　　　　　　　人

⑤　世話人の必要人員（④／６）　　

　　　　　　　　　　　．  人

（小数点第２位以下切り捨て）

	１　左記の自主点検結果の⑤と、実際の職員配置数（事前調書Ｐ６）との対比
（必要に応じて直近月以外の月を確認）
	

	(2) 生活支援員

	常勤換算方法で、次の①から④までに掲げる数の合計数以上となっているか。
（利用者は、新規は推定、それ以外は前年度等の平均値）

①　障害程度区分３に該当する指定共同生活介護利用者の数を９で除した数

　②　障害程度区分４に該当する指定共同生活介護利用者の数を６で除した数

　③　障害程度区分５に該当する指定共同生活介護利用者の数を４で除した数

④　障害程度区分６に該当する指定共同生活介護利用者の数を2.5で除した数
※１　利用者数の定義はＰ２「※利用者数の算定方法」を参照

２　①～④を合計したものを小数点第２位以下切り捨て

（平18厚令171第138条1項2号）
※　経過的居宅介護利用型指定共同生活介護事業所に関する特例（経過措置）

　　経過的居宅介護利用型指定共同生活介護事業所は、平成21年3月31日までの間、生
活支援員及びサービス管理責任者を配置しないことができる。
（平18厚令171附則第13条）
○　経過的居宅介護利用型指定共同生活介護事業所の要件（県知事が認めた場合）

ア　平成18年9月30日において、指定共同生活援助事業所に入居しながら居宅介護を利用していた者が、平成18年10月１日以降も引き続き指定共同生活介護事業所に入居していること。
イ　生活支援員の確保が困難なこと。

	　□基準を満たして配置している

　□基準を満たして配置していない

　□生活支援員の配置義務はない

　

①　障害程度区分別の利用者数（本調書Ｐ３の利用者数の算定
　　方法に基づき、前年度等の利用者を算定する。

　　※　事前調書Ｐ４の各障害程度区分別利用者数を活用）
　→　区分３　　　　　．  人

　　　区分４　　　　　．  人

　区分５　　　　　．  人　

区分６　　　　　．  人
（小数点第２位以下切り上げ）
②　生活支援員の必要人員

（左記の①～④による算定）　　

　　　　　　　　　　　．  人

（小数点第２位以下切り捨て）

	１　左記の②と実際の職員配置数（事前調書Ｐ６）との対比

（必要に応じて直近月以外の月を確認）


	

	(3) サービス管理責任者

(3) サービス管理責任者


	（１）サービス管理責任者は、利用者数の合計の区分に応じ、それぞれ次の①又は②に掲げる数以上となっているか。（利用者数は、新規は推定、それ以外は前年度等の平均値）
　　　　①　利用者数の合計が30人以下　　→　１人以上

②　利用者数の合計が31人以上  　→　１に、利用者数の合計が30を超えて30又はその
端数を増すごとに１を加えて得た数以上

（平18厚令171第138条1項3号）
※　サービス管理責任者の配置に関する特例（（平成21年3月31日までの経過措置）

　次の①又は②に該当する場合は、サービス管理責任者を配置しないことができる。

（この場合、管理者が計画の作成、従業者に対する技術指導等を行う。）

①　事業所の入居定員の合計が９人以下の場合（平18厚令171附則第17条）

※　平成18年9月30日まで旧共同生活援助事業所であった事業所、平成18年10月１日以降新規に開設した事業所いずれも適用。
②　経過的居宅介護利用型指定共同生活介護事業所（平18厚令171附則第13条）


	　□基準を満たして配置している

　□基準を満たして配置していない

　□サービス管理責任者の配置義務はない
※　利用者数は、Ｐ３の自主点検結果の④を用いる。

	１　事前調書Ｐ５～６
（必要に応じて直近月以外の月を確認）


	

	
	（２）サービス管理責任者は、次の①～③のいずれの資格要件も満たしているか。

　　　①　障害者の保健・医療・福祉等の分野における直接支援・相談支援等の実務経験者
（ア～ウのいずれかを満たすこと。）
ア　(ⅰ)及び(ⅱ)の実務経験が通算して５年以上あること。

（ⅰ）障害児・障害者相談支援事業、障害者・老人福祉施設等の従業者が行う相談支援業務（身体又は精神上の障害がある者等への相談、支援等）

(ⅱ) 障害者・老人福祉施設、障害福祉サービス事業所、老人居宅介護等事業所等の従事者（社会福祉主事任用資格者、児童厚生員任用資格者、保育士に限る。）が行う直接支援業務（日常生活に支障のある身体又は精神上の障害がある者への介護等）

イ　直接支援業務（障害者・老人福祉施設、障害福祉サービス事業所、老人居宅介護等事業所等の従事者であって、社会福祉主事任用資格者、児童厚生員任用資格者、保育士の資格がない者）の実務経験が通算して10年以上。

ウ　ア又はイの実務経験が３年以上で、かつ、保健師、看護師、准看護師、社会福祉士、介護福祉士等の資格に基づく業務経験が５年以上あること。

②　サービス管理責任者研修（地域生活（知的・精神）に関する分野）の修了者

③　相談支援従事者研修（講義部分）修了者又は旧障害者ケアマネジメント研修修了者

　　　　（厚生労働省告示第544号）
※　経過措置

①　実務経験の要件を満たしていれば、平成23年度末までに、「相談支援従事者研修（講義部分）」を受講し、「サービス管理責任者研修」を修了することを条件に、暫定的に従事可。

②　実務経験を満たす人材の確保が困難な場合は、３年以上の実務経験者が平成23年度末までに「相談支援従事者研修（講義部分）」及び「サービス管理責任者研修」を修了することを条件に、暫定的に従事可。（共同生活介護（援助）、児童デイサービスのみ適用）　　


	　□資格の要件を満たしている

　　→□左記の①～③を全て満たす　

　　　□暫定的に従事

　□資格の要件を満たしていない

 　（研修の受講予定もなし）
	１　事前調書Ｐ５
２　資格証明書、修了証明書


	

	(4) 従業者の職務の専従


	　従業者（世話人、生活支援員、サービス管理責任者）は、専ら当該事業所に従事しているか。

（ただし、利用者の支援に支障がない場合はこの限りでない。）　（平18厚令171第138条3項）

※　サービス管理責任者及び従業者の勤務形態
　１　サービス管理責任者

①　常勤換算方法により必要な員数を求められているものではないが、業務を適切に遂行する観点から、必要な勤務時間数が確保されている必要がある。

②　サービス管理責任者と当該事業所内の管理者又は従業者との兼務は差し支えないが、定員20人以上の事業所は、できる限り専従のサービス管理責任者の確保に努めること。

（従業者と兼務した場合、従業者に係る常勤換算に、サービス管理責任者が当該従業者として従事した勤務時間を算定することはできない。）

③　業務に支障がない場合は、他の障害福祉サービス事業所（指定児童デイサービスを除く）のサービス管理責任者を兼務することは差し支えない。

　２　従業者

　原則として専従であるが、時間を分けて複数の事業所に勤務することも可能である。

（この場合、それぞれの事業所における従業者の常勤換算は、それぞれの事業所に勤務した時間を算定する。）

	　□いずれの従業者も専従である
　□一部の従業者は専従ではない

→□当該事業所の業務に支障はない

　　　□当該事業所の業務に支障がある　


	１　事前調書Ｐ５～６
２　勤務表、組織図


	

	２　管理者
	（１）専らその職務に従事する常勤の管理者を置いているか。（ただし、管理上支障がない場合はこの限りでない。）（平18厚令171第139条1項）
※　管理者の勤務形態
　原則として専従であるが、管理業務に支障がないときは、ア又はイのとおり他の職務を兼務することができる。（この場合、管理者がサービス管理責任者を兼務しない場合に限り、当該勤務時間を従業者の勤務時間に算定できる。）

　ア　当該事業所のサービス管理責任者又は従業者
イ　特に当該事業所の管理業務に支障がない場合は、他の事業所又は施設等の管理者又はサービス管理責任者若しくは従業者

	　□専従かつ常勤の管理者を配置している

　□兼務の管理者を配置している

→□当該事業所の管理に支障はない
　　　□当該事業所の管理に支障がある（業務過剰等）
	１　事前調書Ｐ５～６
２　勤務表、組織図
	

	
	（２）管理者は、適切なサービスを提供するために必要な知識及び経験を有する者となっているか。（ただし、必要な知識及び経験の具体的基準はない。）

（平18厚令171第139条2項）
	　□必要な知識及び経験を有している
　□必要な知識及び経験を有していない
	
	


第３　設備に関する基準

	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自主点検結果
	確認書類
	指導結果

	１　設備

１　設備


	（１）共同生活住居（複数の居室に加え、居間、食堂、便所、浴室等を共有する１つの建物）は、住宅地等の利用者の家族や地域住民との交流の機会が確保される地域にあり、かつ、入所施設又は病院の敷地外にあるか。（ただし、敷地内に現存する事業所を除く。）

　　  （平18厚令171第140条1項）

※　敷地内に現存する事業所（平18厚令171附則第12条）
　　平成18年9月30日において、現に入所施設又は病院の敷地内に現存する建物を共同生

活住居として使用している旧指定共同生活援助事業所で、引き続き指定共同生活介護事業所に移行した場合は、（１）の規定は適用されない。

	　□いずれも満たしている

　　→□入所施設等の敷地外

　　　□入所施設等の敷地内（現存する事業所）

　□一部満たしていない

その内容：　

	１　平面図（実地確認）
	

	
	（２）共同生活住居の配置、構造及び設備は、利用者の特性に応じて工夫されたものになっているか。（平18厚令171第140条2項）


	　□基準を満たしている

□基準を満たしていない

　　　　　　　　　　　　　　　　　
	１　平面図（実地確認）
	

	
	（３）事業所の入居定員の合計は４人以上となっているか。（平18厚令171第140条3項）

※　事業所の指定

指定共同生活介護事業所は、個々の共同生活住居ごとに指定を行うのではなく、一定の地域の範囲内（いずれの共同生活住居も主たる事務所から概ね30分以内に所在し、一体的なサービスの提供に支障がない範囲）に所在する１以上の共同生活住居を１事業所として指定する。


	　□基準を満たしている

□基準を満たしていない

　　　　　　　　　　　　　　　　　
	１　事前調書Ｐ３
２　運営規程、重要事項説明書
	

	
	（４）共同生活住居の入居定員は、２人以上10人以下となっているか。

　　（ただし、既存の建物を利用する場合は、２人以上20人以下（県知事が特に必要と認めた場合は、21人以上30人以下）まで可）

（平18厚令171第140条4項）
	□基準を満たしている

□基準を満たしていない


	１　事前調書Ｐ３
２　運営規程、重要事項説明書
	

	
	（５）共同生活住居は、１以上のユニット（居室及び居室に隣接して設けられる相互に交流を図ることができる設備により一体的に構成される生活単位）を有するほか、日常生活を営む上で必要な設備を設けているか。

　　（風呂、トイレ、洗面所、台所等は原則として、ユニット単位で設置しなければならないが、

　　　サービスの提供に支障がない場合は、この限りではない。）

　      （平18厚令171第140条5項）
	□設けている

□設けていない


	１　平面図

２　運営規程、重要事項説明書
	

	
	（６）ユニットの入居定員は、２人以上10人以下となっているか。

　　（ただし、平成18年9月30日において現存する事業所・施設が移行した場合を除く。）

　　　（平18厚令171第140条6項）

※　平成18年9月30日において現存する事業所・施設の設備基準

（平18厚令171附則第18条、19条）

①　平成18年9月30日において現存する指定共同生活援助事業所が、指定共同生活介護事業所に移行した場合は、次のア、イを満たしていれば足りる。

　　　　ア　居室その他障害者が相互に交流することができる設備を有すること。

　　　　イ　居室は原則として個室とし、サービスの提供に支障がない広さを有すること。

②　平成18年9月30日において現存する精神障害者生活訓練施設、精神障害者福祉ホーム（Ａ型及びＢ型）、知的障害者通勤寮、知的障害者福祉ホームが、指定共同生活介護事業所に移行した場合は、（５）及び次の（６）の規定は適用せず、次のア、イを満たしていれば足りる。

ア　ユニットの入居定員は、「２人以上30人以下」とする。

イ　居室の定員及び居室の床面積は、精神障害者福祉ホームＢ型を除き、次の（６）の①及び②は当分の間適用しない。

	□基準を満たしている

　　→□平成18年9月30日において現存する施設基準の適用有り

　　　□同施設基準の適用なし

□基準を満たしていない


	１　事前調書Ｐ３
２　運営規程、重要事項説明書
	

	
	（７）ユニットには、居室及び居室に隣接して設けられる相互に交流を図ることができる設備（居間、食堂等）を設けているか。また、その基準は次の①及び②のとおりとなっているか。

（ただし、平成18年9月30日において現存する事業所・施設が移行した場合を除く。）

　　①　１居室の定員は１人（個室）

（夫婦で利用する等、必要と判断される場合は２人とすることは可）

②　１居室の面積は、収納設備等を除き、7.43平方メートル（和室4.5畳）以上

　　　（平18厚令171第140条7項）
	□基準を満たしている

　　→□平成18年9月30日において現存する施設基準の適用有り

　　　□同施設基準の適用なし

□基準を満たしていない


	１　事前調書Ｐ３（最小床

面積）

２　平面図

３　運営規程、重要事項説明書
	


第４　運営に関する基準

	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自主点検結果
	確認書類
	指導結果

	１　内容及び手続

きの説明及び同
意


	（１）利用申込みがあったときは、障害の特性に配慮しつつ、利用申込者に対しサービスの選択に必要な重要事項（運営規程の概要、従業者の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制等）をパンフレット等を交付して説明を行い、同意を得ているか。

　（同意は、利用者及び事業者双方の保護の立場から、書面によって確認するのが望ましい。）

（平18厚令171第154条(第9条1項)）


	　□適切に行っている

□適切に行っていない

　　　　　　　　　　　　　　
	１　運営規程、重要事項説明書、パンフレット
２　契約書（又は同意書）


	

	
	（２）利用契約をしたときは、利用者に対し、社会福祉法第77条の規定に基づき、書面（契約書、重要事項説明書）を交付しているか。

（平18厚令171第154条(第9条2項)）
	　□交付している

□交付していない

　　　　　　　　　　　　　　　　　
	１　契約書
２　重要事項説明書
	

	２　提供拒否の禁

止


	正当な理由なく、サービスの提供を拒んでいないか。（平18厚令171第154条(第11条)）

※　正当な理由

　ア　現員からは利用申込みに応じきれない場合

　イ　運営規程に主たる障害の種類を定めており、この該当者以外から申込みがあった場合又は適切なサービスの提供が困難な場合

　　ウ　入院治療が必要な場合　等


	　□拒んでいない

□拒んでいる

　　　拒んでいる場合の理由
	１　拒んでいる場合は、その理由の詳細を確認
	

	３　連絡調整に対

する協力　
	サービス利用の連絡調整に当たり、市町村又は相談支援事業者にできる限り協力しているか。
（平18厚令171第154条(第12条)）

　
	　□協力している
□協力していない

	１　連絡調整に関する記録等
	

	４　受給資格の確認


	　サービスの提供に当たり、受給者証により、支給決定の有無、支給決定有効期間、支給量等を確かめているか。（平18厚令171第154条(第14条)）


	　□確かめている
□確かめていない

	１　受給者証
	

	５　介護給付費の支給の申請に係る援助　


	（１）支給決定を受けていない者から利用申込みがあった場合、速やかに介護給付費の申請が行われるよう必要な援助を行っているか。（平18厚令171第154条(第15条1項)）


	　□行っている
□行っていない

	１　相談記録等
	

	
	（２）支給期間の終了に伴う介護給付費の申請について、支給決定に通常要する期間を考慮し、申請勧奨等の必要な援助を行っているか。（平18厚令171第154条(第15条2項)）
	　□行っている
□行っていない

	１　サービス提供記録等
	

	６　心身の状況等

　の把握
	サービスの提供に当たり、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めているか。（平18厚令171第154条(第16条)）
	　□努めている
□努めていない

	１　心身状況等に関する調査書等
２　サービス提供記録等
	

	７　指定障害福祉

サービス事業者等との連携等

	（１）サービスの提供に当たり、地域や家庭との結びつきを重視した運営を行い、市町村、他の指定障害福祉サービス事業者等その他の保健医療・福祉サービス提供者との密接な連携に努めているか。（平18厚令171第154条(第17条1項)）
	　□努めている
□努めていない

	１　サービス提供記録

２　連絡調整に関する記録等
	

	
	（２）サービスの提供の終了に際し利用者等に対し適切な援助を行うとともに、保健医療・福祉サービス提供者との密接な連携に努めているか。（平18厚令171第154条(第17条2項)）
	　□努めている
□努めていない

	１　サービス提供記録
２　連絡調整に関する記

　録等
	

	８　サービスの提供の記録


	（１）サービスを提供した際に、提供日、具体的なサービスのその他必要な事項（実績時間数、伝達事項）をその都度記録しているか。（平18厚令171第154条(第19条1項)）
	　□記録している
□記録していない

	１　サービス提供記録
	

	
	（２）サービス提供の記録に際し利用者からサービスを提供した旨の確認を受けているか。

（平18厚令171第154条(第19条2項)）

	□受けている

□受けていない
	
	

	９　入退居


	（１）指定共同生活介護は、共同生活住居への入居を必要とする利用者（入院治療を要する者を除く。）に提供されているか。（平18厚令171第141条1項）
	　□提供されている
□提供されていない

	
	

	
	（２）利用申込者の入居に際して、心身状況、生活歴、病歴等の把握に努めているか。

（平18厚令171第141条2項）


	　□努めている
□努めていない

	１　心身状況等に関する調査書等

	

	
	（３）利用者の退居の際は、利用者の希望を踏まえた上で、退居後の生活環境や援助の継続性に配慮し、退居に必要な援助を行っているか。（平18厚令171第141条3項）


	　□行っている
□行っていない

	１　サービス提供記録

	

	
	（４）退居に際して、保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者と密接な連携に努めているか。（平18厚令171第141条4項）
	　□努めている
□努めていない

	１　サービス提供記録

２　連絡調整に関する記

　録等
	

	10　入退居の記録の記載等

	（１）入居又は退居に際して、受給者証記載事項（事業名、入居又は退居年月日等）を受給者証に記載しているか。（平18厚令171第142条1項）

	　□記載している

□記載していない

	１　受給者証
	

	
	（２）受給者証記載事項その他必要な事項を市町村に対し遅滞なく報告しているか。
　　（平18厚令171第142条2項）
	　□報告している
□報告していない

	１　報告書控
	

	11　利用者に求めることのできる金銭の支払の範囲等

	（１）利用者負担額以外に利用者から金銭の支払いを求める場合、使途が直接利用者の便益を向上させるものに限られているか。（平18厚令171第154条(第20条1項)）


	　□限られている

□限られていない


	１　契約書、重要事項説明書


	

	
	（２）金銭の支払いを求める際に、使途、額及び支払いを求める理由を書面で明らかにし、利用者から同意を得ているか。（ただし、次の１２（１）～（３）については、この限りではない。）

（平18厚令171第154条(第20条2項)


	　□同意を得ている

□同意を得ていない

　


	１　契約書、重要事項説明書

２　同意書（又は同意が客観的に確認できるもの）
	

	12　利用者負担額等の受領　

12　利用者負担額等の受領

	（１）法定代理受領による場合、利用者から利用者負担額を受領しているか。（負担額が生じる場合は必ず受領すること。）

（平18厚令171第143条1項）

※　利用者負担額

原則として基準額の１割負担であるが、低所得者については、収入等に応じて利用者負
担額が軽減されている。

市町村は毎年度、各利用者について、軽減後の負担上限月額を障害福祉サービス受給者
証の「負担上限月額」欄に記載しており、徴収額は「負担上限月額」の範囲内となる。
指定生活共同介護以外の障害福祉サービスを利用している場合も、「負担上限月額」の
範囲内であること。

	　□受領している
□受領していない

	１　領収書控

２　受給者証、利用者負担に関する台帳

	

	
	（２）法定代理受領を行わないサービスを提供した際に、厚生労働大臣が定める基準額を受領しているか。（平18厚令171第143条2項）


	　□受領している

□受領していない

　□該当なし
	１　領収書控


	

	
	（３）（１）及び（２）のほか、提供した便宜に要する費用のうち、利用者から受けることができる次の費用の支払いを受けているか。

　　　①　食費（食材材料費）
　　　②　家賃

③　光熱水費

④　日用品費

⑤　日常生活において通常必要となるものに係る費用であって、利用者に負担させることが適当と認められるもの

　　（平18厚令171第143条3項）

　
※　食費・光熱水費等の徴収額
１　食費（食材材料費）・光熱水費
実費相当額（契約に基づく額）を徴収できる。
なお、入院・外泊の場合の徴収については、契約の内容に基づく。
　　２　日用品費等

④、⑤の日用品費等については、介護給付費の支給対象となっているサービスに係る費用の徴収は認められない。

また、お世話料、管理協力費等のあいまいな名目による費用の徴収や、各利用者から一律に徴することは認められない。

　
	　□支払いを受けている

□支払いを受けていない

　
	１　重要事項説明書より利用料を確認
２　領収書控


	

	
	（４）（１）から（３）の費用を受領した場合に、利用者に対し領収書を交付しているか。
（平18厚令171第143条4項）


	　□交付している
□交付していない

	１　領収書控
	

	
	（５）（３）のサービス提供に当たり、利用者に対しあらかじめサービスの内容及び費用について説明し、同意を得ているか。（平18厚令171第143条5項）


	　□同意を得ている
□同意を得ていない

	１　契約書、重要事項説明書

２　同意書（又は同意が客観的に確認できるもの）
	

	13　利用者負担額に係る管理

	他事業所の利用負担額も含め、利用負担額の管理（上限額管理）を行っている場合、障害福祉サービス費及び利用者負担合計額の算定は適正か。
また、上限額管理を行う事業者は、利用者負担額合計額を市町村に報告するとともに、利用者及び他事業者に通知しているか。（平18厚令171第144条・213条）


	　□適正に上限額管理している
　□適正に上限額管理をしていない

　□上限額管理結果の報告等をしている

　□上限額管理結果の報告等をしてない
	１　上限額管理依頼書
２　上限額管理関係書類
	

	14　介護給付費の額に係る通知等


	（１）法定代理受領により市町村から、指定共同生活介護に係る介護給付費を支給された場合に、利用者に対しその額を通知しているか。（平18厚令171第154条(第23条1項)）
	　□通知している
□通知していない

	１　通知書控
	

	10 
	（２）利用者から法定代理受領を行わないサービスの費用を受領した場合、サービスの内容、額その他利用者が市町村に介護給付費の請求をする上で必要な事項を記載したサービス提供証明書を利用者に交付しているか。（平18厚令171第154条(第23条2項)）
	　□交付している
□交付していない
　□該当なし
	１　サービス提供証明書控
	

	15　指定共同生活介護の取扱方針


	取扱方針は次に掲げるところとなっているか。（平18厚令171第145条）

　①　事業者は、共同生活介護計画に基づき、利用者が地域において日常生活を営むことができるよう、身体及び精神の状況並びにその置かれている環境に応じて、適切な支援を行うとともに、サービスの提供が漫然かつ画一的なものとならないよう配慮しているか。

②　従業者は、サービスの提供に当たっては、懇切丁寧を旨とし、利用者及び家族に対し、支援上必要な事項（計画の目標及び内容のほか、行事及び日課等も含む。）について、理解しやすいように説明を行っているか。

③　事業者は、提供するサービスの質の評価を行い、常にその改善を図っているか。（自己評価はもとより、外部評価の導入も図るように努めること。）

	　□取扱方針は左記の基本方針に沿ったものとなっている

□取扱方針は左記の基本方針に沿ったものとなっていない

	１　運営規程、重要事項説明書、パンフレット
２　共同生活介護計画書、サービス提供記録
３　各種会議録　
	

	16　共同生活介護計画の作成等

16　共同生活介護計画の作成等


	（１）管理者は、サービス管理責任者に、サービスに係る個別支援計画（共同生活介護計画）の作成に関する業務を担当させているか。（平18厚令171第154条(第58条1項)）

※　計画作成の例外規定

ア　平成21年3月31日までの間、入居定員９人以下の事業所は、管理者が本業務を行う。

イ　経過的居宅介護利用型指定共同生活介護事業所においては、本計画の作成義務はない。（平成24年3月31日までの経過措置）

（平18厚令171附則第14条）


	　□担当させている    

□サービス管理責任者を配置していないため、管理者が担当している

　□その他


[image: image1]
	１　共同生活介護計画書
２　計画作成に関する会議録
	

	
	（２）サービス管理責任者は、共同生活介護計画の作成に当たり、利用者の能力、その置かれている環境及び日常生活全般の状況等の評価を通じて、利用者の希望する生活や課題等の把握（アセスメント）を行い、利用者が自立した日常生活を営むことができるよう適切な支援内容の検討を行っているか。（平18厚令171第154条(第58条2項)）
	　□適切に行っている

□適切に行っていない


	１　共同生活介護計画書
２　計画作成に関する会議録
	

	
	（３）アセスメントに当たっては、利用者に面接して行っているか。

この場合において、サービス管理責任者は、面接の趣旨を利用者に対し十分説明し、理解を得ているか。（平18厚令171第154条(第58条3項)）
	　□適切に行っている

□適切に行っていない


	１　共同生活介護計画書
　（アセスメントを含む）


	

	
	（４）サービス管理責任者は、アセスメント及び支援内容の検討結果に基づき、利用者及び家族の生活に関する意向、総合的な支援の方針、生活全般の質を向上させるための課題、指定生活共同介護の目標及びその達成時期、サービスを提供する上での留意事項等を記載した共同生活介護計画の原案を作成しているか。

　　　この場合において、他の保健医療サービス又は福祉サービス等との連携も含めて、計画の原案に位置付けるよう努めているか。（平18厚令171第154条(第58条4項)）


	　□適切に行っている

□適切に行っていない


	１　共同生活介護計画書
２　計画作成に関する会議録
	

	
	（５）サービス管理責任者は、共同生活介護計画作成に係る会議を開催し、計画の原案について意見を求めているか。（平18厚令171第154条(第58条5項)）


	　□適切に行っている

□適切に行っていない


	１　計画作成に関する会議録
	

	11 
	（６）サービス管理責任者は、共同生活介護計画の原案について、利用者又は家族に説明し、文書により利用者の同意を得ているか。（平18厚令171第154条(第58条6項)）


	　□同意を得ている
□同意を得ていない

	１　同意書（又は同意が客観的に確認できるもの）
	

	12 
	（７）サービス管理責任者は、共同生活介護計画を作成した際に、計画を利用者に交付しているか。（平18厚令171第154条(第58条7項)）
	　□交付している
□交付していない

	１　交付控（又は交付が客観的に確認できるもの）
	

	13 
	（８）サービス管理責任者は、共同生活介護計画の作成後、計画の実施状況の把握（モニタリング）（利用者についての継続的なアセスメントを含む。）を行うとともに、少なくとも６月に１回以上、計画の見直しを行っているか。（平18厚令171第154条(第58条8項)）


	　□適切に行っている

□適切に行っていない


	１　共同生活介護計画書

２　計画作成に関する会議録
	

	14 
	（９）サービス管理責任者は、モニタリングに当たっては、利用者及び家族等と連絡を継続的に行うとともに、特段の事情がない限り、①定期的な利用者との面接、②定期的なモニタリングの結果の記録を行っているか。（平18厚令171第154条(第58条9項)）


	　□適切に行っている

□適切に行っていない


	１　共同生活介護計画書

２　モリタリングの記録
	

	15 
	（10）共同生活介護計画に変更のあった場合、（２）から（７）に準じて取り扱っているか。
（平18厚令171第154条(第58条10項)）


	　□適切に行っている

□適切に行っていない


	１　共同生活介護計画書

２　計画作成に関する会議録　  
	

	17　サービス管理責任者の責務


	サービス管理責任者は、共同生活介護計画の作成のほか、次に掲げる業務を行っているか。
（ただし、入居定員が９人以下の事業所、及び経過的居宅介護利用型指定共同生活介護事業所は、管理者が行うことができる。）

①　利用申込者の利用に際し、利用中の他の障害福祉サービス事業所等への照会等により、身体及び精神の状況及び他の障害福祉サービスの利用状況等を把握すること。

　②　利用者の身体及び精神の状況、その置かれている環境等に照らし、利用者が自立した日常生活を営むことができるよう定期的に検討するとともに、自立した日常生活を営むことができると認められる利用者に対し、必要な支援を行うこと。

　③　利用者が自立した日常生活を営むことができるよう他の指定生活介護事業者等との連絡調整を行うこと。

　④　他の従業者に対し技術的指導及び助言を行うこと。

（平18厚令171第146条、附則第14条、17条）


	　□適切に行っている

□適切に行っていない


	１　サービス提供記録
２　各種会議録、研修記録
	

	18　相談及び援助
	常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努め、利用者又は家族に対し、
適切に相談に応じるとともに、必要な助言等を行っているか。

（平18厚令171第154条(第60条)）


	　□適切に行っている

□適切に行っていない


	１　サービス提供記録、相談記録等
	

	19　介護及び家事

等


	（１）介護は、利用者の身体及び精神の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常生活の充実に資するよう、適切な技術をもって行っているか。（平18厚令171第147条1項）
	　□適切に行っている

□適切に行っていない


	１　共同生活介護計画書

２　サービス提供記録
	

	
	（２）調理、洗濯その他の家事等は、原則として利用者と従業者が共同で行うよう努めているか。（平18厚令171第147条2項）


	　□努めている

□努めていない


	１　共同生活介護計画書

２　役割分担表等
	

	
	（３）利用者の負担により、当該事業者の従業員以外の者による介護又は家事等を受けさせていないか。（ただし、経過的居宅介護利用型指定共同生活介護事業所については本規定を適用しない。）

　    （平18厚令171第147条3項、附則第14条）


	　□受けさせていない

□受けさせている

　□非該当
	
	

	20　社会生活上の

便宜の供与
20　社会生活上の

便宜の供与

	（１）他の指定共同生活介護事業所等との連絡調整、余暇活動の支援等に努めているか。

（平18厚令171第148条1項）


	　□努めている

□努めていない


	１　連絡調整に関する記録

２　余暇活動に関する記録
	

	16 
	（２）日常生活上必要な行政機関に対する手続き等について、本人又は家族が行うのが困難な場合、本人の同意を得て代わりに行っているか。（平18厚令171第148条2項）


	　□行っている
□行っていない

	１　サービス提供記録

	

	17 
	（３）常に利用者の家族との連携を図るとともに、利用者と家族との交流等の機会を確保するよう努めているか。（平18厚令171第148条3項）
	　□努めている
□努めていない

	１　行事に関する記録、各種広報
２　取組状況の確認
	

	21　緊急時等の対

応


	従業者は、現にサービスを提供しているときに利用者に病状の急変があった場合、その他必要な場合に、速やかに医療機関へ連絡する等必要な措置を講じているか。（あらかじめ職員に対し、緊急時の対応方法に関して周知を図ること。）

（平18厚令171第154条(第28条)）


	　□必要な措置を講じている

□必要な措置を講じていない


	１　事故対応マニュアル（努力義務）

２　職員への周知に関する資料等
	

	22　利用者に関す

る市町村への通知


	利用者（支給決定障害者）が次のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を市町村に通知しているか。

①　正当な理由なしに、指定共同生活介護の利用に関する指示に従わないことにより、障害の状態等を悪化させたと認められるとき。

②　偽りその他不正な行為によって介護給付費の支給を受け、又は受けようとしたとき。

（平18厚令171第154条(第88条)）
	　□通知している

□通知していない

□該当なし


	１　通知書控
	

	23　管理者の責務


	管理者は、従業者及び業務等の管理を一元的に行っているか。

また、指定障害福祉サービス基準（本調書の各着眼点）を遵守させるため、必要な指揮命令を行っているか。（平18厚令171第154条(第66条)）


	　□適切に行っている

□適切に行っていない

　


	１　組織図

２　職務分担表

３　業務日誌等
	

	24　運営規程


	事業所ごとに次の重要事項に関する運営規程を定めているか。

（同一敷地内で複数の指定サービスを一体的に行う場合は、運営規程を一体的に作成することは差し支えない。）

①　事業の目的及び運営の方針

②　従業者の職種、員数及び職務の内容

③　入居定員

（※　ユニットごと、共同生活住居ごとの入居定員、指定共同生活介護事業所が有する共同生活住居の入居定員の合計数をそれぞれ定めること。）

4 指定共同生活介護の内容並びに利用者等から受領する費用の種類及びその額

　（※　指定共同生活介護の内容とは、利用者に対する相談援助、入浴、排せつ及び食事等の介護、健康管理、金銭の管理に関する支援など日常生活上の必要な支援をいう。）

⑤　入居に当たっての留意事項

6 緊急時等における対応方法

7 非常災害対策

⑧　事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合には当該障害の種類

⑨　虐待の防止のための措置に関する事項

⑩　その他運営に関する重要事項

（平18厚令171第149条）
	　□適切に定めている

□適切に定められていない


	１　運営規程


	

	25　勤務体制の確保等


	（１）適切なサービスが提供できるよう、従業者の勤務体制を定めているか。（原則として、月ごとの勤務表を作成すること。）また、その際、継続性を重視したサービスの提供に配慮しているか。

　　　（平18厚令171第150条1、2項）


	　□定めている

□定めていない


	１　事務分担表

２　勤務表　
	

	
	（２）指定事業所ごとに、当該事業所の従業者によってサービスを提供しているか。（サービスに含まれない警備等の業務は、本条の規定は適用されない。）　（平18厚令171第150条3項）

　　　※　指定共同生活介護の一部の業務は委託することができる。（（３）参照）
	　□当該事業所の従業者により提供している

　□一部他事業所の従業者により提供している
	１　勤務表


	

	
	（３）生活支援員の業務の一部又は全部を他の事業者に委託する場合、委託業務の実施状況を定期的に確認しその結果を記録しているか。（平18厚令171第150条4項）

※　指定共同生活介護については、業務の管理及び指揮命令を確実に行うことができる場合は、生活支援員の業務の一部又は全部を他の事業者に委託することは可能。


	　□適切に行っている

□適切に行っていない

　□委託していない

　

	１　委託している場合は、委託契約書等

２　定期的確認に関する記録


	

	
	（４）従業者の資質向上のため、研修の機会を確保しているか。（平18厚令171第150条5項）
	　□確保している

□確保していない
	１　研修記録

２　研修予定表　
	

	26　支援体制の確保
	利用者の身体及び精神の状況に応じた必要な支援を行うことができるよう、他の障害福祉サービス事業者その他の関係機関との連携、その他適切な支援体制を確保しているか。

（平18厚令171第151条）
	　□適切に行っている

□適切に行っていない

　


	１　連絡調整に関する記録

２　サービス提供記録
	

	27  定員の遵守


	共同生活住居及びユニットの入居定員、居室の定員を超えて入居させていないか。（ただし、災害
その他やむを得ない事情がある場合はこの限りでない。）　（平18厚令171第152条）
	　□定員を超えて入居させていない

　□定員を超えて入居させている
	１　事前調書Ｐ３
	

	28  非常災害対

　策

28  非常災害対

　策
	（１）消火設備その他非常災害に際して必要な設備を設置するとともに、非常災害に関する具体的計画の策定、非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知しているか。（平18厚令171第154条(第70条1項)）

※　補足事項

　①「消火設備その他の非常災害に際して必要な設備」

　　→　消防法その他法令等に規定された設備（詳細は管轄の消防署等に確認のこと）

　②「非常災害に関する具体的計画」

　　→　消防法施行規則第3条に規定する消防計画（これに準ずる計画を含む）及び風水害、地震等の災害に対処するための計画をいう。

　　　　この場合、消防計画の策定及びこれに基づく消防業務の実施は、消防法第8条の規定により、防火管理者を置くこととされている。

　③「関係機関への通報及び連携体制の整備」

　　→　火災等の災害時に、地域の消防機関へ速やかに通報する体制をとるよう職員に周知徹底するとともに、日頃から消防団や地域住民との連携を図り、火災等の際に消火・避難等に協力してもらえるような体制作りを図ること。


	　□適切に行っている

□適切に行っていない


	１　消火設備

２　関係機関への通報・連絡体制の整備、従業者への周知状況の確認
	

	
	（２）非常災害に備え、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行っているか。

　（平18厚令171第154条(第70条2項)）


	　□適切に行っている

□適切に行っていない


	１　避難訓練等に関する記録
	

	29　衛生管理等


	（１）利用者の使用する施設、食器その他の設備及び飲用水について、衛生的な管理及び衛生上必要な措置を講じているか。（平18厚令171第154条(第106条1項)）


	　□必要な措置を講じている

□必要な措置を講じていない


	１　講じている措置（対応）の確認
	

	
	（２）感染症又は食中毒の発生防止、まん延防止に必要な措置（従業者へ周知等）を講ずるよう努めているか。（平18厚令171第154条(第106条2項)）


	　□努めている

□努めていない


	１　講じている措置（対応）の確認
	

	30　協力医療機関等
	　利用者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ協力医療機関を定めているか。

　また、あらかじめ協力歯科医療機関を定めておくよう努めているか。（いずれも近距離が望まし

い。）　

（平18厚令171第153条）


	　□協力医療機関を定めている

□協力医療機関を定めていない

※　歯科協力医療機関の状況

　　    □定めている

　　    □定めていない


	１　契約書（契約している場合であり、必須ではない。）
	

	31　掲示


	事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、勤務体制、協力医療機関（協力歯科医療機関）、そ

の他利用者申込者のサービスの選択に資する重要事項を掲示しているか。

（平18厚令171第154条(第92条)）


	　□掲示している

□掲示していない


	１　重要事項の掲示状況
	

	32  秘密保持等


	（１）従業者及び管理者は、正当な理由なく、業務上知り得た利用者又は家族の秘密を漏らしていないか。（平18厚令171第154条(第36条1項)）


	　□適切に配慮している

□適切に配慮していない


	
	

	
	（２）従業者及び管理者であった者が、正当な理由なく業務上知り得た利用者等の秘密を漏らすことのないよう、必要な措置を講じているか。（一例として、従業者と雇用契約時に取り決めを行う等）（平18厚令171第154条(第36条2項)）


	　□必要な措置を講じている

□必要な措置を講じていない

　
	１　講じている措置（対応）の確認
	

	
	（３）他の事業者等に対し、利用者又は家族に関する情報を提供する際は、あらかじめ文書により利用者又は家族の同意（包括的な同意で可）を得ているか。

（平18厚令171第154条(第36条3項)）
	　□同意を得ている

□同意を得ていない


	１　書面、同意書（又は同意が客観的に確認できるもの）
	

	33　情報の提供

　等


	（１）利用希望者が適切かつ円滑に利用できるよう、当該事業所が実施する事業内容の情報提供に努めているか。（平18厚令171第154条(第37条1項)）


	　□努めている

□努めていない


	１　パンフレット

２　その他情報提供に関する資料等 
	

	
	（２）当該事業所について広告をする場合、その内容が虚偽又は誇大なものとなっていないか。

（平18厚令171第154条(第37条2項)）


	　□虚偽又は誇大な表現はない

□虚偽又は誇大な表現がある

　□該当なし
	１　パンフレット

２　その他広告に関する資料等
	

	34  利益供与等の禁止


	（１）相談支援事業者若しくは他の障害福祉サービス事業者又はその従業者に対し、利用者又は家族に当該事業者を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を供与していないか。

　（平18厚令171第154条(第38条1項)）


	　□供与していない

□供与している


	
	

	
	（２）相談支援事業者若しくは他の障害福祉サービス事業者又はその従業者から、利用者又は家族を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を収受していないか。

　　（平18厚令171第154条(第38条2項)）


	　□収受していない

□収受している


	
	

	35　苦情解決　


	（１）利用者又は家族からのサービスに関する苦情に迅速かつ適切に対応するため、必要な措置（相
談窓口、苦情解決体制の整備等）を講じているか。（平18厚令171第154条(第39条1項)）
	　□必要な措置を講じている

□必要な措置を講じていない

　
	１　事前調書Ｐ８
２　苦情解決処理に関する規程等
	

	
	（２）（１）の苦情をついて、受付日、内容等を記録しているか。

（平18厚令171第154条(第39条2項)）


	　□記録している

□記録していない

　□該当なし
	１　苦情に関する記録
	

	
	（３）提供したサービスに関し、障害者自立支援法（以下「法」という。）第10条第1項の規定により市町村が行う文書等の提出、提示の命令、当該職員からの質問、当該事業所の帳簿書類等の検査に応じているか。

また、利用者等からの苦情に関して市町村が行う調査に協力し、市町村から指導等があった場合は、必要な改善を行っているか。（平18厚令171第154条(第39条3項)）


	　□適切に対応している

□適切に対応していない

　□該当なし


	１　関係書類控
	

	
	（４）提供したサービスに関し、法第11条第2項の規定により県知事が行う帳簿書類等の提出、提示の命令、当該職員からの質問に応じているか。

また、利用者等からの苦情に関して県知事が行う調査に協力し、県知事から指導等があった場合に、必要な改善を行っているか。（平18厚令171第154条(第39条4項)）


	　□適切に対応している

□適切に対応していない

　□該当なし


	１　関係書類控
	

	
	（５）提供したサービスに関し、法第48条第1項の規定により県知事又は市町村長が行う帳簿書類等の提出、提示の命令又は当該職員からの質問、帳簿書類等の検査に応じているか。

また、利用者等からの苦情に関して県知事又は市町村長が行う調査に協力し、県知事又は市町村長から指導等があった場合は、必要な改善を行っているか。

（平18厚令171第154条(第39条5項)）
	　□適切に対応している

□適切に対応していない

　□該当なし

　


	１　関係書類控
	

	
	（６）県知事等から求めがあった場合に、（３）から（５）の改善内容を報告しているか。

　（平18厚令171第154条(第39条6項)）

　　
	　□報告している

□報告していない

　□該当なし
	１　関係書類控

	

	
	（７）運営適正化委員会が社会福祉法第85条の規定により行う苦情解決に向けた調査、斡旋にできる限り協力しているか。（平18厚令171第154条(第39条7項)）
	　□協力している

□協力していない

□該当なし
	１　関係書類控
	

	36　事故発生時の対応


	（１）利用者へのサービス提供に際し事故が発生した場合は、県、市町村、当該利用者の家族に連絡を行うとともに、必要な措置を講じているか。（あらかじめ職員に対し、事故発生時の対応方法に関して周知を図ること。）

　  　（平18厚令171第154条(第40条1項)）


	　□必要な措置を講じている

□必要な措置を講じていない

　□該当なし　


	１　事前調書Ｐ８
２　事故処置に関する記録
	

	
	（２）事故の状況及び事故に際して採った処置について、記録しているか。
（平18厚令171第154条(第40条2項)）


	　□記録している

□記録していない

　□該当なし
	１　事故処置に関する記録
	

	
	（３）利用者へのサービス提供に際し賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行っているか。（平18厚令171第154条(第40条3項)）


	　□適切に行っている

□適切に行っていない

　□該当なし
	１　事故処置に関する記録

	

	37　会計の区分


	事業所ごとに経理を区分するとともに、指定共同生活介護の事業の会計を他の事業の会計と区分しているか。（平18厚令171第154条(第41条)）
	　□適切に区分している

□適切に区分していない


	１　会計に関する書類
	

	38　身体拘束等の禁止


	（１）サービスの提供に当たり、利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行っていないか。

（平18厚令171第154条(第73条1項)）


	　□行っていない

□行っている（ことがある）


	
	

	
	（２）やむを得ず（１）を行う場合には、その態様、時間、その際の利用者の心身状況、緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録しているか。

（平18厚令171第154条(第73条2項)）
	　□記録している

□記録していない

　□該当なし　


	１　関係記録
	

	39　地域との連

携
	地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等、地域との交流に努めているか。

（平18厚令171第154条(第73条2項)）


	　□努めている

□努めていない


	１　地域交流に関する記録、ちらし等

	

	40　記録の整備


	従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しているか。

また、少なくとも次の記録についてサービスを提供した日から５年間保存しているか。

①　共同生活介護計画

②　サービス提供記録

③　利用者（支給決定障害者）に関する市町村への通知に係る記録

④　身体拘束等の記録

⑤　苦情の内容等の記録

⑥　事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録

（平18厚令171第154条(第73条2項)）


	　□適切に行っている

□適切に行っていない


	１　関係記録
	

	41　預り金の状
況
41　預り金の状

況

41　預り金の状

況


	（１）利用者からの預り金（現金、通帳の形態にかかわらず）の管理を実施しているか。
※　預り金に関する通知
①　平成18年12月6日障発第1206002号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知「障害福祉サービス等における日常生活に要する費用の取扱いについて」

②　昭和63年5月6日青社第150号青森県生活福祉部長通知「入所者所持金の取扱いについて」

	　□実施している
□実施していない

→　実施している場合のみ、以

下の項目について自主点検

してください。
	１　事前調書Ｐ８

　（以下同じ）
	

	
	（２）預り金の管理を行うに当たり、利用者又は家族から保管する金品の内容及び入出金の委任事項を明示した保管依頼書（又は契約書等）を徴するとともに、預り証を発行しているか。
※　留意事項
①　預り金の管理等について、預り金の管理を始める際に文書により明確にすること。

②　使用済みの通帳については、利用者又は家族に返却するか又は施設で保管するか等について、あらかじめ利用者及び家族に確認するのが望ましいこと。

	　□徴している
　□徴していない

　□発行している

　□発行していない


	１　保管依頼書（又は契約書等）
２　預り証
	

	
	（３）預り金に係る管理規程は適正に整備されているか。
※　留意事項
事業所によって、預り金の内容（例えば現金のみ預かっている場合など）や内部牽制体

制が異なることから、預り金規程に盛り込むべき内容は必ずしも各事業所が共通である必

要はないが、出納事務等を行う上で必要な手続が省略されている場合は、預り金規程につ

いて所要の改正が必要である。

	　□整備されている
□整備されていない


	１　預り金規程
	

	
	（４）現金、通帳、印鑑等の保管に当たっては、保管責任者がそれぞれ選任され、かつ通帳と印鑑が別々に保管されているか。
※　留意事項
①　現金、通帳、印鑑の保管責任者が選任され、金庫等に適切に保管されていること。

②　通帳、印鑑の保管責任者は別々の職員とし、かつ通帳と印鑑は別々に保管されていること。（通帳（又は印鑑）の保管責任者と鍵保管者が同一職員であることは差し支えない。）

③　職員の勤務配置状況等から当該事業所において預り金の管理を適正に実施することが困難な場合は、一部の事務（例えば利用者からの現金の預りや引き渡しを除く事務）をについてバックアップ施設が代わって行う方法も考えられる。

	　□適切に行っている
□適切に行っていない


	
	

	
	（５）出納事務に当たっては、出納責任者が選任され、かつ複数の職員が出納事務及び預り金の管理に関してチェックできる体制がとられているか。
	　□とられている
□とられていない


	
	

	
	（６）出納事務は、預り金規程に基づき、適切に行われているか。
また、利用者から入金（出金）依頼があった際に、入金（出金）依頼書を徴しているか。

※　出納事務の一般的な流れ
①　利用者から入金（出金）依頼があった際に、入金（出金）依頼書を徴する。

②　利用者から入金（出金）依頼があった場合、又は利用者負担金の支払い、小口現金への補充など定時の入金（出金）がある場合は、入金（出金）依頼書その他の挙証資料を添えて、入金（出金）伺を起案する。

③　管理者による決裁を得た後に、入金（出金）事務を行う。

④　個人別の預り金台帳に必要事項を記載し、領収書等の関係書類を保管する。

⑤　利用者に現金を引き渡す際は、利用者から受領の証し（サイン又は押印）を徴する。

⑥　小口の現金出納を行う場合は、管理者の確認を得た上で小口現金から出納し、小口現金出納帳に必要事項を記載するとともに、領収書等を保管する。

また、利用者に現金を引き渡す際は、⑤と同様の方法をとる。

	　□適切に行っている
□適切に行っていない

　□徴している

　□徴していない
	１　入金（出金）伺
２　入金（出金）依頼書

３　預り金台帳

４　小口現金出納帳

５　領収書等挙証資料
	

	
	（７）利用者から現金を預る際、及び利用者に現金を引き渡す際には、複数の職員が立ち合うとともに、利用者から受領の証し（サイン又は押印）を徴しているか。
	　□立ち合っている
□立ち合っていない

　□徴している

　□徴していない
	１　受領の証し
	

	
	（８）領収書等の挙証資料を適正に保管しているか。
	　□適正に保管している
□適正に保管していない


	１　領収書等
	

	
	（９）預り金の状況について管理者に毎月報告するとともに、管理者は年４回以上、自主点検を行っているか。
※　報告に関する留意事項
出納責任者は、預り金台帳及び小口現金出納を毎月末で締め切り、入金（出金）伝票、通帳と照合の上、管理者に報告すること。
※　自主点検に関する留意事項等
①　管理者による自主点検は、個人別残高一覧のみならず、通帳残高、入金（出金）伺及び領収書等についても点検すること。

②　自主点検の内容（例）

　　通帳と預り金台帳・個人別残高一覧表との照合、入金（出金）伺・領収書と預り金台

帳・小口現金出納帳との照合　等

　　なお、今回と前回又は前年度の個人別残高一覧表を照合し、預り金が大幅に減っているケースがないか確認することも一つの方法である。

	　□適切に報告している
□適切に報告していない

　□適切に自主点検している

□適切に自主点検していない


	１　報告に関する起案
２　自主点検記録等
	

	
	（10）預り金の状況について、利用者（家族）に対し少なくとも年１回以上、預り金の状況を報告しているか。
※　留意事項
①　利用者のほか、原則として家族に対しても、少なくとも年１回以上報告すること。

（トラブルを避けるため、あらかじめ利用者及び家族と、家族への報告の必要性について確認するのが適当である。）

②　報告に当たっては、トラブル回避等のため、文書によるのが適当である。

　　また、通帳の種類、口座番号、預金残高等できる限り詳細な内容を報告すること。

	　□適切に報告している
□適切に報告していない


	１　報告控
	

	
	（11）預り金が有料の場合、利用者と文書で契約し、その契約内容は妥当であるか。
　　　また、手数料を徴している場合、その積算根拠は明確となっているか。

　　※　利用者から出納管理に係る費用を徴収する場合は、その積算根拠を明らかにし、適切な額

　　　を定めなければならないこと。


	　□適切に行っている
□適切に行っていない

　□手数料を徴していない


	１　契約書
	

	
	（12）寄付金等の名目で半強制的な引き落としが行われていないか。

	　□行われていない
□行われている


	
	

	
	（13）利用者自ら所持金を自己管理している場合は、自己管理のため必要となる保管場所の確保等について配慮がなされているか。
	　□適切に行っている
□適切に行っていない

　□該当なし


	
	

	
	（14）遺留金品は適正に遺族に引き渡されているか。
	　□適切に行っている
□適切に行っていない

　□該当なし


	１　遺留金品引き渡し関係書類
	


第５　変更の届出等

	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自主点検結果
	確認書類
	指導結果

	１　変更の届出
	次の事項に変更があったとき、又は当該事業を廃止し、休止し、若しくは再開したときは、10

日以内に県知事に届け出ているか。

①　事業所の名称及び所在地

②　申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名及び住所

③　申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等（当該指定に係る事業に関するものに限る。）
④　建物の構造概要及び平面図並びに設備の概要

⑤　事業所の管理者及びサービス提供責任者の氏名、経歴及び住所

⑥　運営規程

⑦　協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医療機関との契約の内容（協力歯科医療機関があるときは、その名称及び当該協力医療機関との契約の内容を含む。）

⑧　関係機関との連携その他の適切な支援体制の概要

⑨　当該申請に係る事業に係る介護給付費の請求に関する事項

　　　（法第46条1項、法施行規則第34条の23）
	　□適正に届け出ている

□適正に届け出ていない

　　→□10日以内に届け出ていない
　　　□変更、又は廃止等について届け出ていない

届け出ていない内容
　□該当なし


	
	


第６　介護給付費の算定及び取り扱い
	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自主点検結果
	確認書類
	指導結果

	１　共同生活介

　護サービス費

(1) 基本事項等


	（１）サービスに要する費用の額は、平成18年厚生労働省告示第523号の別表「介護給付費等単位数表」の第９により算定する単位数に、10円を乗じて得た額を算定しているか。

　　　（平18厚告523の一）


	　□適正に算定している

□適正に算定していない


	１　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	

	
	（２）加算減が必要となる所定単位数の算定に当たり、小数点以下の端数が生じた場合、その都度四捨五入し整数値にして計算しているか。（計算例参照）

※　加算減の算定が必要となるケース

①　世話人、生活支援員又はサービス管理責任者の員数が基準に満たない場合　

2 共同生活介護計画未作成
③　大規模住居
　　

※　計算の必要性
「介護給付費等単位数サービスコード」を用いて算定する場合は、同表に加算減後の所定単位数が記載されているため、加算減の計算は不要である。

なお、「介護給付費等単位数表」又は「介護給付費等の算定構造」を用いる場合は、同表に加算減後の所定単位数が記載されていないため、加算減の計算が必要となる。

※　計算例

世話人、生活支援員又はサービス管理責任者の員数が基準に満たず、かつ共同生活介護

計画が作成されていない事業所の、共同生活介護サービス費（Ⅰ）の障害程度区分５の利用者の共同生活介護サービス費は、①の計算により352単位となる。

→①　528単位(基本単位数)×70/100(人員基準)

＝369.9単位 → 370単位(四捨五入)

370単位×95/100(計画)

＝351.5単位 → 352単位(四捨五入)　→○

　　 　 ②　528単位(基本単位数)×70/100(人員基準)×95/100(計画)

＝351.12単位 → 351単位(四捨五入)　→×


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし


	１　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	

	(1) 基本事項等

(1) 基本事項等


	（３）共同生活介護サービス費

（平成２０年度）

障害程度区分２以上に該当する知的障害者又は精神障害者に対して指定共同生活介護を行った場合に、障害程度区分に応じ、所定単位数を算定しているか。

（平成２１年度）

障害程度区分２以上に該当する身体障害者、知的障害者又は精神障害者に対して指定共同生活介護を行った場合に、障害程度区分に応じ、所定単位数を算定しているか。
ただし、身体障害者はH21年10月1日から適用。
（平18厚告523別表第9の1の注1、2、3、4、5）

□　共同生活介護サービス費（Ⅰ）世話人４：１　

□　共同生活介護サービス費（Ⅱ）世話人５：１　

□　共同生活介護サービス費（Ⅲ）世話人６：１　

□　共同生活介護サービス費（Ⅳ）体験利用

※　体験利用については、１回当たり連続３０日以内かつ年５０日以内に限る。


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　


	１　事前調書Ｐ４
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票
	

	
	（４）経過的居宅介護利用型共同生活介護サービス費については、障害程度区分２以上に該当する身体障害者、知的障害者又は精神障害者に対して、経過的居宅介護利用型共同生活介護事業所において指定共同生活介護を行った場合に、利用者の障害程度区分にかかわらず、１日につき所定単位数（142単位）を算定しているか。（平成24年3月31日までの経過措置）

（平18厚告523別表第9の1の注7）

※　経過的居宅介護利用型共同生活介護事業所の利用者が、共同生活住居内において、居宅介護及び重度訪問介護を利用した場合は、併せて居宅介護サービス費又は重度訪問介護サービス費を算定できる。


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　


	１　事前調書Ｐ４
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	

	
	（５）重度訪問介護又は行動援護の支給決定を受けることができる者が、個人単位で居宅介護等を受け、指定共同生活介護を提供した場合に、平成24年3月31日までの間、世話人配置及び障害程度区分に応じて、1日につき所定単位数を算定しているか。

（平18厚告523別表第9の1の注5）


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　


	１　事前調書Ｐ４
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	

	
	（６）共同生活介護サービス費の算定に当たっては次の①から④までのいずれかに該当する場合に、

経過的居宅介護利用型共同生活介護サービス費の算定に当たっては次の①、③又は④のいずれか

に該当する場合に、所定単位数にそれぞれの割合を乗じ減算しているか。

①　世話人又生活支援員若しくはサービス管理責任者の員数が、指定基準を満たしていない場合

（Ｐ３以下の「人員に関する基準」参照）            　   →　100分の70　

②　共同生活介護計画が作成されていない場合　　    　　　 →　100分の95　

③　共同生活住居の入居定員が8人以上21人未満である場合  →　100分の95　

　   ④　共同生活住居の入居定員が21人以上である場合 　       →　100分の93　

　  　　　（平18厚告523別表第9の1の注8、平18厚告550の五）

※　減算に当たっての留意事項
　①　各種加算がなされる前の所定単位数にそれぞれに掲げる割合を乗じるものとし、各種

加算を含めた単位数の合計を減算するものではない。

②　上記①の従業者の員数に係る減算は、

　ア　人員に関する指定基準上必要とされる員数から１割を超えて満たさない場合は、その翌月から人員欠如が解消されるに至った月まで利用者全員について減算。

　イ　人員に関する指定基準上必要とされる員数から１割の範囲内で満たさない場合、又は、常勤や専従など従業者の員数以外の要件を満たさない場合は、その翌々月から人員欠如が解消されるに至った月まで利用者全員について減算。

	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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	（７）次のいずれかに該当する場合に、共同生活介護サービス費を算定していないか。（次に該当する場合は共同生活介護サービス費を算定できない。）

　①　利用者が共同生活介護以外の障害福祉サービスを受けている間（ただし、（２）の居宅介護又は重度訪問介護を除く。）

　　　②　旧法支援施設（新体系に移行していない身体（知的）障害者施設）を利用している間

（平18厚告523別表第9の1の注9）


	　□算定していない

□算定している

　　→特別な事情


	１　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	

	(2)福祉専門職員配置等加算

（H21年度～）

	　生活支援員又は世話人の配置が次の条件に該当して県に届出している場合、１日につき所定単位数を加算しているか。

（平18厚告523別表第9の1の2注1、2）

　□福祉専門職員配置等加算イに該当

生活支援員又は世話人として常勤で配置されている従業者のうち、社会福祉士、介護福祉士又は精神保健福祉士である従業員の割合が100分の25以上であるものとして県に届け出た指定共同生活介護事業所でサービスを提供した場合

　□福祉専門職員配置等加算ロに該当

　次のいずれかに該当するものとして県に届出し、サービスを提供した場合

（１）生活支援員又は世話人として配置されている従業員のうち、常勤で配置されている従業者の割合が100分の75以上であること。

（２）生活支援員又は世話人として常勤で配置されている従業員のうち、３年以上従事している従業者の割合が100分の30以上であること。


	□適正に算定している

　□適正に算定していない

　□該当なし
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３　県知事への届出状況の確認
	

	(3)夜間支援体

制加算
	指定共同生活介護の利用者に対して、夜間及び深夜の時間帯を通じて、必要な介護等の支援を提供できる体制（夜間支援体制）を確保する必要がある場合であって、次の要件を満たしているものと県知事が認めた場合に、夜間支援対象利用者数及び障害程度区分に応じ、１日につき所定単位数を加算しているか。

（経過的居宅介護利用型共同生活介護事業所は、この加算を算定できない。）

　（平18厚告523別表第9の2の注）

①　夜間支援従業者の配置

ア　夜間支援従業者が、当該加算対象の利用者が居住する共同生活住居に配置されていること。

（ただし、これにより難い特別な事情がある場合等で、適切な夜間支援体制が確保できるものとして県知事が認めた場合は、この限りではない。

なお、夜間支援従事者が自宅にあって夜間支援を行う場合は、加算の対象としない。）

イ　夜間支援従業者が複数の共同生活住居に居住する利用者に夜間支援を行っている場合は、夜間支援従業者が配置されている共同生活住居と、その他の共同生活住居が概ね10分以内の地理的条件にあり、かつ、利用者の呼び出し等に迅速に対応できるよう特別な連絡体制（非常警報装置、携帯電話等）が確保される必要があること。

ウ　１人の夜間支援従事者が支援できる利用者数は、

(i) 複数の共同生活住居（５か所までに限る。）における夜間支援を行う場合は20人まで、

(ⅱ)１か所の共同生活住居内において夜間支援を行う場合は30人までを上限とする。

②　夜間支援従業者の勤務内容・勤務形態

ア　夜間支援従業者は、常勤・非常勤を問わないこと。

また、夜間支援業務は外部に委託することも可能であること。（ただし、適切な夜間支援体制を確保する観点から、指定障害者支援施設や病院等の夜勤・宿直業務との兼務は加算の対象外。）

イ　専従の夜間支援従業者が、利用者の就寝前から翌朝の起床後までの間配置されていること。

ウ　夜間支援従業者は、利用者の状況に応じ、就寝準備の確認、寝返りや排せつの支援等のほか、緊急時の対応等を行い、夜間支援の内容を利用者ごとの共同生活介護計画に位置づける必要があること。

エ　１人の夜間支援従業者が複数の共同生活住居の夜間支援を行う場合は、少なくとも一晩につき１回以上は共同生活住居を巡回する必要があること。
	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認
	

	(4) 重度障害者

支援加算


	指定重度障害者等包括支援の対象者（ただし、障害程度区分4～6に該当し、当該事業所以外の

者による行動援護又は重度訪問介護を利用している利用者を除く。）が２名以上利用している事業所において、基準上必要な生活支援員に加えて生活支援員を配置しているものとして、県知事に届け出た場合に、１日につき所定単位数を加算しているか。

（経過的居宅介護利用型共同生活介護事業所は、この加算を算定できない。）

　　　（平18厚告523別表第9の3の注）

※　指定重度障害者等包括支援の対象者

区分６に該当し、意思疎通を図ることに著しい支障があり、次のいずれかに該当する者

①　気管切開に伴う人工呼吸による呼吸管理を行っている者又は重度の知的障害がある者で、四肢全てに麻痺等があり、寝たきりの状態にある者

②　障害程度区分認定調査項目の行動関連項目の合計点数が15点以上である者


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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３　県知事への届出状況の確認

	

	(5)日中介護等

支援加算
	障害程度区分４以上に該当し、かつ、指定共同生活介護のほか、生活介護、自立訓練、就労移行

支援、就労継続支援、通所による旧法支援施設支援のいずれかの障害福祉サービスの支給決定を受けている利用者が、心身の状況等によりこれらの障害福祉サービスを利用することができないときに、当該事業所が昼間の時間帯に介護等の支援を行って月２日を超えて行った場合に、２日を超える期間について、１日につき所定単位数を加算しているか。

（経過的居宅介護利用型共同生活介護事業所は、この加算を算定できない。）

（平18厚告523別表第9の4の注）

※　適用事業所に関する留意事項

　支援の内容について、共同生活介護計画に位置付けとともに、基準上必要な生活支援員の員数に加えて、当該支援に必要な生活支援員を加配する必要があること。


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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	(6)自立生活支

援加算


	  次の要件をいずれも満たしているものとして県知事に届け出た事業所が、居宅における単身生活

等が可能であると見込まれる利用者に対して、市町村の承認を受けた共同生活介護計画に基づき、

単身生活等への移行に向けた相談支援等を行った場合に、180日を限度として、１日につき所定単

位数を加算しているか。（加算対象となるのは180日間のうち利用者が実際に利用した日数）

（平18厚告523別表第9の5の注）

※要件

①　共同生活介護計画の対象となる期間の初日が属する年度の前年度及び前々年度において、当該事業所を退去し、単身生活等へ移行した利用者（単身生活等移行者）の数が、当該事業所の利用定員数（単身への移行支援を開始した時点の定員数）の100分の50以上であること。

　②　単身生活等移行者のうち、単身生活等を６か月以上継続した者又は継続している者の数が、単身生活等移行者の数の100分の50以上であること。

　
	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認

	

	(7) 入院時支援

特別加算


	家族等からの入院に係る支援が困難な利用者の病院又は診療所への入院に当たり、従業者のいずれかが、共同生活介護計画に基づき、病院等を訪問し、病院等との連絡調整及び被服等の準備その他の日常生活の支援を行った場合に、１月に１回を限度として、１月の入院期間の合計日数（入院初日、退院日を除く。）に応じ、所定単位数を加算しているか。

（平18厚告523別表第9の6の注）

※　算定に関する留意事項

    ア　「当該月の入院期間が３日以上７日未満の場合（加算額561単位）」を算定する場合は少なくとも１回以上、「当該月の入院期間が７日以上の場合（加算額1,122単位）」を算定する場合は少なくとも２回以上、病院等を訪問する必要があること。

　　　　また、入院期間７日以上の場合で、病院等への訪問回数が１回の場合は、561単位を算定すること。

イ　入院期間が複数月にまたがる場合で、２月目において入院日数の合計が３日に満た

ない場合は、２月目は加算を算定しない。

(例)　入院期間が10月20日から11月2日まで

→・10月20日入院   　 本体報酬を算定

・10月21日～31日　 1,122単位(1回/月)を算定

・11月1日　　　　　 算定なし　

・11月2日退院　　　 本体報酬を算定


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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	(8)長期入院時支援特別加算


	　家族等から入院に係る支援を受けることが困難な利用者が病院又は診療所(指定共同生活介護事業所の同一敷地内に併設する病院又は診療所を除く)への入院を要した場合に、指定共同生活介護事業所に置くべき従業者のうちいずれかの職種の者が、共同生活介護計画に基づき、当該利用者が入院している病院又は診療所を訪問し、当該病院又は診療所との連絡調整及び被服等の準備その他日常生活上の支援を行った場合、１月の入院期間（入院の初日及び最終日を除く）の日数が２日を超える場合に、当該日数を超える期間について、１日つき所定単位数を算定しているか（継続して入院している者にあっては、入院した初日から起算して３月に限る）。

　ただし、入院時支援特別加算が算定される月は、算定しない。

（平18厚告523別表第9の6の2注）


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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	(9) 帰宅時支援

加算


	　利用者が共同生活介護計画に基づき、家族等の居宅において外泊した場合に、１月に１回を限度として、１月の外泊期間の合計日数（外泊初日、最終日を除く。）に応じ、所定単位数を加算しているか。（平18厚告523別表第9の7の注）

○　１月の外泊期間の合計　３日以上７日未満の場合

　　　　　　　　　　　　　　　187単位

　　　　　　　　　　　　７日以上の場合

　　　　　　　　　　　　　　　374単位

※　算定に関する留意事項

　ア　外泊期間が複数月にまたがる場合で、２月目において外泊日数の合計が３日に満たな

い場合は、２月目は加算を算定しない。

イ　事業所は、外泊に伴う家族等との連絡調整、交通手段の確保等の支援を行う必要がある。


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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	(10)長期帰宅時

支援加算


	　利用者が共同生活介護計画に基づき家族等の居宅等において外泊した場合に、１月の外泊期間（外泊の初日及び最終日を除く）の日数が2日を超える場合に、当該日数を超える期間について、１日につき所定単位数を算定しているか（継続して入院している者にあっては、入院した初日から起算して３月に限る）。

　ただし、帰宅時支援加算が算定されている月は、算定しない。
（平18厚告523別表第9の7の2注）


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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	(11) 小規模事業

加算


	（平成２０年度）

　平成18年9月30日までの旧指定共同生活援助事業所から移行した事業所であって、共同生活住

居に専任の世話人が配置され、かつ当該共同生活住居の入居定員が４人又は５人であるものとして、

県知事に届け出た場合に、１日につき所定単位数を算定しているか。

※　算定に関する留意事項

①  １つの共同生活住居を有する事業所

　　　共同生活住居の入居定員が４人又は５人である場合に入居者全員について算定する。

　②　複数の共同生活住居を有する事業所

平成20年3月31日までは経過措置として、複数の共同生活住居から構成されている事業所で、概ね10分程度で移動できる範囲にある場合であっても、それぞれの共同生活住居ごとの入居定員に応じ、本加算を算定できる。

なお、複数ある共同生活住居のうち、世話人を加配していない共同生活住居は本加算を適用しない。

（平成21年度からは、複数の共同生活住居が概ね10分程度で移動できる範囲にある場合は、１つの共同生活住居とみなし、入居定員についても、当該共同生活住居の入居定員の合計とする。）　


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　

　


	１　事前調書Ｐ７
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認
	

	(12) 小規模事業

夜間支援体制加算


	（平成２０年度）

　平成18年9月30日において現に存する旧指定共同生活援助事業所であって、かつ１の要件を満
たす共同生活住居のうち、指定共同生活介護を利用する区分２以上の夜間支援対象利用者が10人未

満であるものとして県知事に届け出た場合に、１日につき所定単位数を算定しているか。

（平成21年3月31日までは経過措置。なお、経過的居宅介護利用型共同生活介護事業所は本加算

を算定できない。）

１　加算の対象

　①　平成18年4月1日において、夜間支援体制（「(2) 夜間支援体制加算」の要件を満たす場合）を確保していた指定共同生活介護事業所であること。

　②　平成18年4月1日以降に旧指定共同生活援助を開始した事業所については、開始日以降、夜間支援体制を継続的に確保している指定共同生活介護事業所であること。

③　夜間支援対象者数が９人以下の指定共同生活介護事業所の共同生活住居であること。

２　加算額等

①　１人の夜間支援従事者が支援する利用者数及び当該利用者の障害程度区分に応じ算定する。この場合の「利用者数」とは、県知事に届け出た区分２以上の利用者数とする。

なお、平成20年度については、平成19年度までにおける加算額の２分の１となること。

②　本加算及び夜間支援体制加算の両方の要件を満たす場合は、両方の加算を同時に算定できること。（平18厚告523別表第9の8の注）

※　留意事項
　１の②の「夜間支援体制を継続的に確保」とは、入居者の状態に応じ、毎日でなく、必要に応じ週のうち約半分程度以上の夜間支援を行っている場合も、本加算の対象にできること。

	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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３　県知事への届出状況の確認
	

	(13)地域生活移行個別支援特別加算

　（H21年度～）
	　次の基準に適合するものとして県に届け出た事業所において、医療観察法に基づき入院によらない医療を受けさせる旨の決定があった日から起算して３年を経過していない者、矯正施設からの出所に伴い保護観察所等から受入依頼を受けた者であって３年を経過していない者に対して、サービスを行った場合に、３年以内の期間（医療観察法に基づく通院期間の延長が行われた場合は、延長期間を限度とする）において、１日につき所定単位数を加算しているか。（平18厚告523別表第9の8の注）
　※要件

　①　社会福祉士又は精神保健福祉士の資格を有する職員を配置していること。

　②　医療観察法に基づく通院中の者及び矯正施設から出所した障害者等の支援に関する研修を年１回以上行っていること。

3 保護観察所、指定医療機関、精神保健福祉センターとの協力体制が整っていること。

　
	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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３　県知事への届出状況の確認
	

	(14)医療連携体制加算

（H21年度～）
	　医療機関との連携により、看護職員を事業所に訪問させ、看護職員が利用者に対して看護を行った場合に、看護を受けた利用者に対し、１日につき所定単位数を算定しているか。

（平18厚告523別表第9の9の注）

□　医療連携体制加算（Ⅰ）

　　　看護職員が利用者１人に対して看護を行った場合に該当。

□　医療連携体制加算（Ⅱ）

　　看護職員が利用者２人に対して看護を行った場合に該当（１回の訪問につき8名を限度）。

※精神科訪問看護・指導料等の算定対象になる利用者については、算定しない。


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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